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1.1.　大規模エネルギー施設の景観計画
1.1.1.　景観計画と環境アセスメント
（1）景観計画の定義
　大型プラントを有する大規模エネルギー施設は、機能的必要性から巨大な建屋や高い煙突等を有するこ
とになる。これらの建築は、国立及び国定公園などに近接する自然景観豊かな場所に建設されることも多
く、必然的に現況景観へ負荷を与えることになる。近年、クリーンエネルギーの代表として注目さている
大規模な風力発電施設においても、国土の自然豊かな地域において進行しており、周辺景観への影響が懸
念されはじめている。また、都市部近郊においても、ゴミ処理施設をはじめとするいわゆる迷惑施設と呼
ばれる大規模施設の立地の際には、周辺景観との調和が求められている。また、このような大規模エネル
ギー施設の計画においては、環境アセスメントの実施が法律上義務づけられており、景観への配慮も景観
アセスメントとして、その中に含まれている。景観アセスメントでは、大規模施設の建設に伴う周辺景観
の変化を予測・評価・分析し、その保全や維持のための対策を講じることを目標としているが、その調査
方法、分析方法、評価方法は個々の事例によりまちまちであり、スタンダードなアセスメント手法は確立
されていない。計画者にとって、景観アセスメントを前提とした施設計画は不可避な条件であるが、客観
的な判断基準の欠如や決定過程の説明不足から、建物竣工後に景観問題が生じることも少なくない。この
ような複雑で総合的、そして公共性の高い問題を抱える対象を操作し、より好ましい景観を保全・創造す
るための、客観的且つ合理的な景観を計画する手法の構築が望まれている。
　景観計画に関する研究は、自然景観保全の立場から森林計画の分野や道路計画の分野で多くの研究が見
られる。特に環境アセスメントを前提とした景観計画では、熊谷の景観アセスメントにおける予測評価手
法に関する研究は重要である。熊谷1）は、「自然風景地における景観計画とは、資源的意味にしろ環境的
意味にしろ、景観を対象とした計画行為である点では同じである。」と述べている。資源的意味とは、景勝
地などにみられるように景観を観光資源や文化財などと同義的に捉え、地域資源の一部として認識すると
いう意味である。環境的意味とは、高度経済成長以降、公害が社会問題となり、環境に脚光が浴びせられ
るようになって、視覚環境として景観を認識するという意味である。また、篠原
2）
は、土木景観計画につ
いて、「土木施設の改変、設置に伴う地域の景観変化をより質の高い方向に導いてゆく計画行為である。」と
定義している。この「地域の景観」という言葉が重要であり、土木施設を地域景観の要素の一つと捉え、
「地域の景観」の保全のために、施設のデザインをコントロールする行為を景観計画としている。
本研究では、熊谷のいうところの環境的意味においての景観を対象とした計画行為を景観計画と定義す
る。すなわち、以下のように定義する。
「大規模エネルギー施設建設に伴う視覚環境の変化をコントロールすることを目的として、施設の計画
行為において景観に係る部分を調査、企画、設計すること」
景観計画は、それ自体独立した計画行為ではなく、施設計画と密接に関係があり、多くの場合は設計者
が景観を考慮した計画を心がけている。しかし、発電所や清掃工場といった大規模で公共性の高い施設で
は、景観アセスメントをはじめ社会的問題が大きく、景観計画を施設計画と対等に扱い、景観的観点から
施設の設計にフィードバックさせるよう景観計画専門の体制を整える必要がある。本研究では、景観計画
業務を施設計画業務と平行して実施される業務として捉え、景観計画のプロセスと施設計画のプロセスを
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相互に情報を交換しあう独立したプロセスとして扱う。もちろん、実際の場面では施設の設計者が景観計
画業務の中心的役割を果たすわけだが、景観は多様な組織によって検討されるべきであり、施設計画と区
別したほうが、問題の本質を捉えることができる。
また、本研究では、景観検討の方針や計画案の概念、設計方針について検討する行為を「景観計画」と
して定義し、一方、設計者が景観に配慮して具体的な計画案を策定する行為を「景観設計」として区別す
る。
（2）環境アセスメントと景観
環境アセスメントとは、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う事業者が、
その事業の実施にあたりあらかじめその事業による環境への影響について自ら適正に調査、予測または評
価を行い、その結果に基づいて環境保全措置を検討することなどにより、その事業計画を環境保全上より
望ましいものとしていく仕組みである。
我が国では平成5年に環境基本法が制定され、この中で初めて国全体の施策として環境影響評価が法律
上位置づけられた。この環境影響基本法を受けて、平成9年6月13日に環境影響評価法（平成9年法律
第81号）が公布された。
環境基本法の第20条では、「国は、土地の形状の変更、工作物の新設その他これらに類する事業を行う
事業者が、その事業の実施に当たりあらかじめその事業に係る環境への影響について自ら適正に調査、予
測又は評価を行い、その結果に基づき、その事業に係る環境の保全について適正に配慮することを推進す
るため、必要な措置を講ずるものとする。」と述べられており、環境影響評価を推進している。
○景観アセスメント
景観に関する事項としては、環境基本法第14条第3号に「人と自然との豊かな触れ合い」について以
下の２つの項目がある。
「景観」：
眺望景観及び景観資源に関し、眺望される状態及び景観資源の分布状況を調査し、これらに対する影響
の程度を把握する。
「触れ合い活動の場」：
野外レクリエーション及び地域住民等の日常的な自然との触れ合い活動に関し、それらの活動が一般的
に行われる施設及び場の状態を調査し、これらに対する影響の程度を把握する。
つまり、景勝地や地域のランドマークとなるような価値のある景観への配慮と、人々がよく利用する施
設からの眺望を確保するための制度である。前者は、景観の対象、すなわち「見られる側」の配慮を意味
し、後者は景観の主体、すなわち「見る側」の配慮を意味している。このように、景観アセスメントは景
観の「対象」と「主体」の両側面から実施しなければならない。
○景観アセスメントの視点
従来の制度では、環境基準などを環境保全のための目標として設定し、この目標を達成するかどうかだ
けを評価してきた。しかし、この方法では、全国一律の固定的な基準や目標の達成に評価の視点が限定さ
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れ、それぞれの対象地域においてより良い環境配慮を追求していくための取り組みが行われない、また、
自然環境などの分野では全国一律の客観的な目標を設定しにくい項目がある、という問題が指摘されてき
た。
　そこで環境影響評価法では、環境影響の緩和措置、いわゆるミティゲーション（表1.1）の考え方
3）
を
導入し、環境基準などの達成だけでなく環境影響を回避・低減するための最善の努力がなされているかど
うかについて、事業者自らの見解をとりまとめることによって評価を行うという考え方を導入した。つま
り、「目標クリア型のアセスメント」から、「ベスト追求型のアセスメント」へと移行してきている。勿論、
従来行ってきた評価の考え方についても否定されたものではなく、環境基準など国により示された環境保
全の基準や目標、条例や地方公共団体策定の環境基本計画・地域環境管理計画等において示された基準や
目標がある場合には、それらとの整合性も併せて検討することになっている。 具体的な評価手法としては、
複数の代替案の比較検討や実行可能なより良い技術の導入の検討その他適切な手法によるとされている。
景観アセスメントもこのミティゲーションの考え方が採用されるようになった。
　本研究においては、対象施設の計画段階でより積極的に景観に対し配慮し、関係者及び当該地域住民の
合意を形成すること、すなわち「ベスト追求型のアセスメント」の立場で、建設行為による影響を最小化
し、且つ、良好な景観を形成するための景観計画支援手法及び支援ツールについて検討している。
○環境アセスメントの対象施設
　環境アセスメント法の対象となる事業は、道路、ダム、鉄道、空港、発電所などの13種類の事業であ
る。このうち規模が大きく環境に大きな影響を及ぼすおそれがある事業を「第一種事業」と定め、これに
準ずる大きさの事業を「第二種事業」と定め、手続きを行うかどうかを個別に判断する仕組み（スクリー
ニング）が導入されている。環境アセスメント対象事業には法指定の他に閣議指定と条例指定があり、清
行　　　為 定　　　義
回　避
(Avoidance)
行為の全体または一部を実行しないことによって影響を回避するこ
と
最小化
(Minimization)
行為の実施の程度または規模を制限することにより影響を最小化
すること
修　正
(Rectifying)
影響を受けた環境そのものを修復、再生または回復することにより
影響を修正すること
軽減／消失
(Reducation/
Elimination)
行為期間中、環境の保護及び維持管理により、時間を経て生じる
影響を軽減または消失すること
代　償
(Compensation)
代替の資源または環境を、置換あるいは提供することにより影響を
代償すること
表1.1　米国国家環境政策法（ＮＥＰＡ）における環境保全対策の分類
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掃工場や風力発電施設は条例で指定されている。
　表1.2は、環境アセスメントの対象事業について、第一種事業及び第二種事業の具体的な規模をまとめ
たものである。なお、風力発電施設については、法令では現時点では環境アセスメントの対象施設には指
定されていない。しかしながら、風力発電は風況条件から敷地を選定するため自然環境豊な場所に立地さ
れることが多く、非常に規模が大きい工作物であるため生態系を含めた環境への影響が懸念されている。
2000年には、福島県が県条例により、総出力1万ｋW以上または、風車の台数15台以上の風力発電施設
を第一種事業に指定した。今後、他の地方条例においても風力発電施設も環境アセスメントの対象施設と
して扱われるようになるであろう。
（３）計画事業者による景観計画への取組み
　環境アセスメントのなかで扱われる「景観検討」は、計画地点及びその周辺の景観の現状を把握し、そ
の現状を十分認識したうえで、所要の対策を講じ、その結果をモンタージュ等により予測しその影響を評
価することである。環境アセスメントにおいては、このような内容を取りまとめた環境レポートを関係自
治体に提出し、地元縦覧、説明会の開催による地元住民等からの意見や資源エネルギー庁の環境審査顧問
会や環境省等からの意見を伺うこととなるが、環境への住民意識の高まりの中、地元住民からの意見も増
え、その内容も緑化、色彩から形態デザインへと多様化してきている。表1.3は、1985年以降の環境アセ
表1.2　環境アセスメント対象事業
第一種事業 第二種事業
高速自動車国道 全て ―
首都高速道路など 4車線以上のもの ―
一般国道 4車線・10km以上 4車線以上・7.5km～10km
大規模林道 2車線・20km以上 2車線　　　・15km～20km
ダム、堰 湛水面積100ha以上 湛水面積75ha～100ha
放水路、湖沼開発 土地改変面積100ha以上 土地改変面積75ha～100ha
新幹線鉄道 全て ―
鉄道、軌道 長さ10km以上 長さ7.5km～10km
飛行場 滑走路長2500m以上 滑走路長1875km～2500m
水力発電所 出力3万kw以上 出力2.25万kw～3万kw
火力発電所 出力15万kw以上 出力11.25万kw～15万kw
地熱発電所 出力1万kw以上 出力7500kw～1万kw
原子力発電所 全て ―
面積30ha以上 面積25ha～30ha
面積50ha超 面積40ha～50ha
面積100ha以上 面積75ha～100ha
面積100ha以上 面積75ha～100ha
面積100ha以上 面積75ha～100ha
面積100ha以上 面積75ha～100ha
面積100ha以上 面積75ha～100ha
環境事業団 面積100ha以上 面積75ha～100ha
住宅都市整備公団 面積100ha以上 面積75ha～100ha
地域振興整備公団 面積100ha以上 面積75ha～100ha
* 1　「宅地」には、住宅地、工場用地も含まれる。
宅地の造成の事業
（* 1）
埋立て・掘り込み面積の合計300ha以上
廃棄物最終処分場
埋立て、干拓
土地区画整理事業
新住宅市街地開発事業
* 2　港湾計画については、港湾環境アセスメントの対象となる
道路
河川
鉄道
発電所
工業団地造成事業
新都市基盤整備事業
流通業務団地造成事業
港湾計画（*2）
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スメント実施事例であり、発電所と清掃工場の景観検討項目を整理したものである。殆どの事例で、景観
検討項目に緑化、形状、色彩を挙げている。
　ここで、計画事業者における景観計画への取組みを見るため、電力中央研究所における自主研究の流れ
を追ってみる。初期のころは「景観アセスメント」「評価手法」「景観的影響」など景観影響の評価手法の
研究が主であり、次第に「景観設計」「地域振興」「企業の社会的責任」へと変化してきている。また、対
象施設も「電力施設」から「配電設備」「送変電設備」「公共空間」「都市アメニティ」へと深化、発展し
てきている。1994年までの研究テーマを以下に記す。
1979年 電力施設のための景観アセスメント手法
1982年 景観評価手法（その１）
1983年 自然風景地における送電線の景観的影響の評価
発電所の景観評価手法、発電所の景観デザイン手法
発電所のレイアウト景観の評価
1984年 河川景観の評価、発電所の景観設計手法
1986年 電力施設の環境設計、地域振興に係る制約とその打開策
1987年 配電設備の景観設計
1988年 配電設備のデザイン
夜間の都市公共空間の快適性評価
1989年 街路空間デザインと配電設備の地中化
地域振興の要件と発展段階
都市公共照明のデザイン
送変電施設の景観予測手法
1990年 企業の社会的責任のあり方
都市アメニティの概念と将来像
1991年 都市公共照明の計画策定手順
1992年 都市公共照明の計画策定法の有効性について
1994年 地域共生型発電所の概念と構想例
　環境アセスメントは発電所の実施設計段階以前におこなう必要があり、景観について言えば、詳細が未
確定の段階でおこなう、景観概念設計での段階である。しかし、環境アセスメント、それに対する地元住
民の了解がなければ発電所の建設は有り得ず、景観概念設計による発電所の景観計画は、発電所アセスメ
ントにおいて重要な位置付けである。
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緑化 形状 色彩 配置
奥沙流発電所 水力発電所 ○
十勝発電所 水力発電所 ○
滝里発電所 水力発電所 ○ ○ ○
佐梨川総合開発 水力発電所 ○
金居原（仮称）水力発電所 水力発電所 ○
森発電所 地熱発電所 ○ ○
盆地内の集落地からの眺望として、スカイラインを形
成する尾根の頂上部を残し、自然景観への影響の軽
減を図る。
川鉄千葉クリーンパワーステーション 火力発電所 ○ ○ ○ ○
富津火力発電所３・４号系列 火力発電所 ○ ○ ○ ○
千葉火力発電所１・２号系列 火力発電所 ○ ○ ○ ○
品川火力発電所 火力発電所 ○ ○ ○ ○
電源開発（株）磯子火力発電所
更新（新１・２号機） 火力発電所 ○ ○ ○ ○
色彩については、横浜市「みなと色彩計画」を踏まえ、
周辺の景観との調和に努める。
東京電力横浜火力発電所７・８号系列 火力発電所 ○ ○ ○ ○ 特に、色彩については、横浜市「みなと色彩計画」の基本計画に示された色彩のなかから選択する。
神鋼神戸発電所 火力発電所 ○ ○ ○ ○
豊玉発電所４号機 内燃力発電所 ○ ○ ○
（仮称）伊勢崎市清掃センター 清掃工場 ○ 明度、彩度、色相のコントラストを小さくすることにより周辺景観との調和を図る。
（仮称）市川市クリー ンセンター 清掃工場 ○ ○ ○
（仮称）千葉市三角町清掃工場 清掃工場 ○ ○ ○ 使用材料は、落ち着いたイメージのものとした。
東京都中央地区清掃工場 清掃工場 ○ ○ ○ 工場棟下層部を階段状のステップガーデンとした。
東京都渋谷地区清掃工場 清掃工場 ○ ○ ○
環境事業局金沢工場（仮称） 清掃工場 ○ ○ ○ ○
横浜国際港都建設計画
ごみ焼却場第１２号鶴見工場 清掃工場 ○ ○
建物の色彩等は「みなと色彩計画」の基本方針と整合
をとり、周辺景観との調和に配慮する。
巻町外三ヶ町村衛生組合
ごみ処理施設 清掃工場 ○ ○ ○ ○
舞平処理場建替 清掃工場 ○ ○
新発田地区ごみ焼却場 清掃工場 ○ ○ ○
新潟地区広域清掃組合ごみ処理場 清掃工場 ○ ○ ○ ○
富山地区広域圏ごみ処理施設 清掃工場 ○ ○ ○
松本市新焼却プラント 清掃工場 ○ ○ ○ 管理棟の外壁にはタイル材を用いて親しみやすい建物とし、施設全体にアクセントを持たせる。
名古屋市猪子石工場 清掃工場
名古屋市五条川工場 清掃工場
名古屋市新南陽工場 清掃工場 ○ ○ ○
名古屋市富田工場 清掃工場 ○
津市ごみ処理施設 清掃工場 ○ ○
京都市東北部清掃工場（仮称） 清掃工場 ○
大阪都市計画ごみ焼却場
平野ごみ焼却場 清掃工場 ○
煙突を工場本館に組入れる設計を採用し、敷地境界
からの距離をできるだけ確保する計画である。
枚方市ごみ処理施設
（仮称）第２清掃工場 清掃工場 ○ ○ ○
大阪都市計画ごみ焼却場舞洲工場 清掃工場 ○ 煙突を工場本館に組入れる設計を採用し、敷地境界からの距離をできるだけ確保する計画である。
米子市清掃工場 清掃工場 ○ ○ ○
山口県中部環境施設組合
ごみ処理施設 清掃工場 ○ ○ ○
佐世保市東部クリー ンセンター 建替 清掃工場 ○ ○
大村市清掃センターごみ処理施設 清掃工場 ○ ○
糸満市・豊見城村清掃施設組合
ごみ焼却処理施設 清掃工場 ○ ○ ○
歴史的、伝統的建築を考慮し赤瓦等でアクセントを付
け、周辺環境との調和、地域個性の演出に配慮する。
施設名称 施設種類 景観検討項目 備考
表1.3　景観計画対象施設の景観検討項目
※環境影響評価情報支援ネットワークにより
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1.1.2.　本研究における景観計画の対象と範囲
（1）大規模エネルギー施設の定義
　本研究が研究対象としている大規模エネルギー施設は、主に、火力発電所、清掃工場、風力発電所、送
電鉄塔、変電所といった電力関連施設である。これらの施設は、大型のタービンやボイラーを格納する建
屋や煙突等をもつ大規模な施設であり、周辺景観に大きな影響を及ぼす恐れがあり、景観アセスメントの
対象施設にも含まれている。さらに、これらの施設は公共性が高く、計画には多くの主体が関与し、合意
形成を支援する必要がある施設である。
　しかしながら、本研究で提案する景観計画手法の適用対象は、大規模エネルギー施設に留まらず、形態
的特長や立地条件によって、視覚的影響が大きい工作物及び建築にも部分的に適用可能であると考える。
以下、3つの観点で対象施設を整理する。
○環境影響評価法及び条例により対象事業の指定を受ける施設
　景観アセスメントの実施を義務図けられている対象事業は、主に次の4種類に分類できる。本研究の対
象は、主に分類①の煙突など高い設備を伴った大規模な建築施設である。
①煙突など高い設備を伴った大規模な建築施設（発電所、工場・事業所、清掃工場、等）
②面的に広がりをもつ大規模施設
　　 　（飛行場、レジャー施設、港湾施設港湾計画、廃棄物処理施設、下水道終末処理施設、等）
③インフラストラクチャーや交通網（道路、鉄道、河川、等）
④大規模な土地の開発行為（埋立て及び干拓、各種土地造成、土石採取、等）
　
　環境省は、「環境影響評価情報支援ネットワーク」によって、これまで実施されてきた環境アセスメント
の情報を公開している4）。このデータベースによると2003年1月現在で、登録されている環境アセスメン
ト実施件数は2329件であり、そのうち景観について検討している事例は1029件である。さらに、この景
観アセスメントを考慮した事例のうち上記の分類①について検索すると、発電所の件数は16件、清掃工
場は50件、工場・事業所は27件である。本研究が主に対象とする分類①の施設は、景観アセスメント実
施事例の1割程度を占めている。
○形態的特徴から景観に対する負荷が大きくなる施設
　形態的特徴から施設高さが高く、縦長のプロポーションを持つ立面的タイプの施設、規模が大きくボ
リュームを持つ平面的タイプの施設は、視野に占める割合が大きくなり、景観に対する負荷が大きくなる。
①縦長のプロポーションを持つ立面的タイプの施設
　 煙突、鉄塔（送電線）、風力発電施設　超高層ビル（マンション、ホテル含む）電波塔
②規模が大きくボリュームを持つ平面的タイプの施設
　 発電所、清掃工場、空港
表1.4、1.5にこれらの形態的な特徴をもつ施設での国内最大クラスの例を挙げる。
○立地条件から景観に対する負荷が大きくなる施設
　海浜や都市近郊の傾斜のなだらかな平野は、視線を遮るものが少なく、一般に眺望がよいため施設建設
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表1.4　立面的タイプの施設高さ 表1.5　平面的タイプの施設規模
図1.1　施設の立地条件と高さの関係（縦軸は標高を示す）
施設種類 施設名称 高さ
住友金属工業小倉製鉄所 205m
新小倉発電所 200m
松浦火力発電所 200m
松島火力発電所 180m
中四幹線　 226m
大崎火力線 223m
苓北火力線 195m
山形県十里塚の風力発電計画（* 1） 100m
仁賀保高原風力発電施設 89m
梼原町風力発電施設 75m
ランドマークタワー 295m
大阪ワー ルドトレー ドセンター 256m
りんくうゲートタワービル 256m
ＪRセントラルタワーズ（名古屋） 245m
東京タワー 333m
福岡タワー 234m
電波塔（NTT） 200m
NTTドコモ中継アンテナ 50m
* 1　当該計画は不許可となった
電波塔
煙突
鉄塔
風力発電施設
超高層ビル
施設種類 施設名称 敷地面積
島根原子力発電所 167万㎡
大飯原子力発電所 188万㎡
大間原子力発電所 130万㎡
泊原子力発電所 128万㎡
碧南火力発電所 160万㎡
松浦火力発電所 149万㎡
橘湾火力発電所 119万㎡
上越火力発電所 70万㎡
新磯子火力発電所 12万㎡
江東清掃工場 14.6万㎡
太田清掃工場 13.8万㎡
新沼上清掃工場 3.8万㎡
熊本東部環境工場 1.8万㎡
関西国際空港 545万㎡
新広島空港 198万㎡
静岡空港 190万㎡
花巻空港 168.8万㎡
新紋別空港 125万㎡
原子力発電所
火力発電所
清掃工場
空港
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による景観に対する負荷は大きくなる。また、市街地においては、実際にそこで多くの人が暮らしている
ために、必然的に見られる頻度が高くなる。一方、山間部においては、住民数は減少するが、景観資源が
存在するため観光客が訪れ、施設は外来者に見られる機会が多くなる。
　施設が高くなればなるほど、景観に及ぼす影響は大きくなるが、同じ高さでも標高が高いほど目立つこ
とになり、広域に影響を及ぼすことになる。施設自体の高さと標高によって、影響を及ぼす範囲が変わっ
てくる。図1.1は、建築と工作物自体の高さと標高の関係を表している。発電所の煙突は200mを超える
高さの設備であるが、半分の高さの風力発電施設の方が、標高が高いため広域に与える影響は大きいと考
えられる。
①海浜に建設される施設
　 発電所、煙突、清掃工場、等
②市街地に建設される施設
　 高層ビル（超高層ビル、マンション、ホテル）、清掃工場、電波塔、等
③都市近郊の傾斜のなだらかな平野に建設される施設
　 電波塔、鉄塔（送電線）、煙突、清掃工場、空港､等
④山間部に建設される施設
　 鉄塔（送電線）、電波塔、風力発電施設、等
　本研究では、自然景観保全の立場から、景観資源が存在する可能性が高く、広域に影響を及ぼすことが
予想される海浜部と山間部に立地する施設、すなわち①と④を地域・地区レベルにおける景観計画の対象
とし、③を地区・地点レベルにおける景観計画の対象とした。
1.1.3.　景観計画の実施プロセス
(1)景観アセスメントの実施プロセス
　環境基本法第2章第1節第14条3項では、「人と自然との豊かな触れ合いが保たれること」という事項
を満たすために、環境影響評価法では景観について、「眺望景観及び景観資源に関し、眺望される状態及び
景観資源の分布状況を調査し、これらに対する影響の程度を把握する。」と記載されている。これに基づい
て、景観アセスメントに基本手順は、「調査」「予測」「評価」の3つの大きな部分に分かれて作業される。
①調査：　既存資料の収集・整理等を行うとともに、現地調査を行い、それらの結果を総合的に検討を
行う。また、調査は予測を前提として捉えることができるため、予測に必要適切な項目およ
び方法によってデータを収集・準備する必要がある。
②予測：　調査データをもとに開発行為の景観影響を推測する作業である。予測項目は各景観要素に係
る影響の程度とし、予測範囲は影響がおよぶと想定される範囲とし、可能な限り定量的な予
測を実施する。また、以後行われる評価が適切かつ容易に実行できる予測結果を提示できる
手法である必要がある。
③評価：　評価は、事業の実施による景観への影響が回避・低減されているか、国または地方公共団体
が県境保全に関する施策によって基準または目標等を定めている場合は、これらと整合して
いるかどうかの観点から評価を行う。また、可能な限り科学的客観的方法で行い、妥当性の
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ある判断結果を論理的に示さなくてはならない。さらに、評価結果が開発行為の景観に与え
る影響をできる限り少なくする方策（保全対策）を景観計画の流れに含め、その景観的効果
を再度、予測し評価を行うフィードバック回路を含んだ手順が必要である。
　自然環境アセスメント技術マニュアル3）では、景観影響評価の実施手順を図1.2のようにまとめている。
そこでは、調査→予測→評価→取りまとめという段階区分で、保全目標の設定→保全目標の達成程度の確
認→アセスメント書の作成と進められる。この実施フローにおいて、「保全目標の設定」は、特定の保全す
べき対象を選定してその重要度に応じた保全水準を設定することと、改変量の最小化等の景観保全上必要
と考えられる各種の配慮義務を検討することであるが、この段階で調査データが不足していれば、補足調
査がおこなわれる。また、「保全目標の達成の程度の確認」は、予測結果をもとに、保全目標の達成の程度
について検討し、必要に応じて保全対策や継続調査の実施をおこなう。このように、作業プロセスの結果
はフィードバックできるような手順となっている。
　景観計画においても、このようなフィードバックを含む柔軟なプロセスが必要である。篠原2）は、景観
計画が機能設計（施設設計）の進捗に伴って検討されるプロセスであると定義し、そのプロセスを、調査、
分析、総合の３つのステージでまとめている。調査ステージでは、計画対象地の現状把握及び機能計画の
概要把握を行い、計画目標と計画内容を決定する。分析ステージでは、景観の分析と代替案の検討を行い、
計画代替案を作成する。そして、総合ステージでは、代替案による予測及び代替案の評価を行い、計画案
が決定される（図1.3）。ここでは、フィードバックの仕組みがプロセスに組み込まれている。つまり、総
合ステージで検討された計画案が、分析ステージ或いは調査ステージで検討した内容を満たしているかを
チェックしながら計画を進めるのである。
地域概況調査
現況調査計画
現況調査
環境アセスメント書のとりまとめ
完了の確認
補助調査
保全対策の検討
継続調査
保全目標の設定
保全目標の達成
の程度の確認
予測
調査
予測
評価
とりまとめ
事業の熟度 実施手順（フロー） 段階区分
事業の構想
低い
高い
事業の実施
図1.2　環境アセスメントの実施プロセス３）
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（2）計画のスケールと景観計画
景観計画は施設を含む周辺景観をその対象とするが、施設計画のスケールにあった検討をおこなう必要
がある。塩田5）は、計画のスケールについて、計画対象空間の規模単位とか、簡単に言えば作業に使われ
る地図の縮尺で示すことのできる概念であるとし、計画内容を考察してみると、計画スケールと対応的に
展開していると考えられる計画オーダーを設定することができると説明している。景観計画にとって、こ
の計画レベルという概念は極めて重要と考えられる。すなわち計画レベルに対応して分析・統合する景観
は変わってくるし,逆に得られるデータの精度によっても景観計画の内容、作業が制約されるからである。
熊谷は森林地域の景観を取り扱う計画について地域（マクロ）、地区（メソ）、地点（ミクロ）の３レベル
で景観を把握検討することを提案している6）。熊谷は、それぞれのレベルについて、以下のように述べて
いる。地域（マクロ）レベルの森林の景観的スケールは、主として1:50,000の縮尺の図面で分析把握し、
地域を分析する単位としては500ｍ辺長のメッシュを採用し、土地利用的な見地から、視覚的に森林の有
しているポテンシャルを押さえることとしている。地区（メソ）レベルでは1:5,000の縮尺の図面をベー
スに50ｍ辺長のメッシュで分析し、実施の森林景観を写真あるいはパースのような立面情報として再現
し検討をおこなうこととしている。さらに地点（ミクロ）レベルでは、1:500の図面あるいは現場で直接
検討される。その検討内容は具体的に樹木に対しておこなう作業の方法等である。この計画レベルを電力
施設にも当てはめて考えると、例えば、火力発電所の場合、地域レベルでは、煙突の可視領域の分析や国
定公園など自然景観との係り等、広域の影響評価が主なテーマとなる。次に地区レベルでは、施設と周辺
の景観との調和を評価するための観察点（視点）の選定、パースやCGモンタージュなど立面情報評価が
中心となる。そして、地点レベルでは、発電所近景や敷地内における、設備や建築物の部位の色彩検討や
印象評価、緑化の方針などが検討の中心となる。
計画を対象とする空間のスケールによって定まるレベルに分けて考えることが必要であり、景観計画に
おいても、そのレベルに合わせて、項目、手法を整理することは、合理的かつ客観性のある計画の展開を
図る上で有効である。
　
景観的課題
計画（案）
・開発の景観テーマの設定
・計画目標と計画内容の決定
・計画対象地の現状把握
・機能計画の概要把握
・モデルによる景観の分析
・代替案の検討
・代替案による予測
・代替案の評価
計画代替案
??
??ー?
??
??ー?
??
??ー?
・調査データ
・前提条件、制約条件
・開発テーマの提示
・計画／設計指針
・機能設計との調整
・機能設計との調整
景　観　計　画 機能設計との関係
図1.3　一般的な景観計画のプロセス２）
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1.1.4.　景観計画における合意形成
　
公共性の高い大規模エネルギー施設の計画主体は、電力会社などの民間企業である。しかし、大規模施
設が景観に与える影響の範囲は広域であるため、行政および地域住民への配慮は必然であり、地域住民や
行政との合意の形成が求められる。これまでは、行政との合意形成は、環境影響評価法や地方自治体が施
行する景観条例などを中心に協議により図られてきた。また、近年では、住民参加によるマスタープラン
の作成や住民主体のまちづくりが盛んになってきた。このような活動では景観保全が重要な課題ともなっ
ている。その意味では、景観における合意形成の範囲はますます拡大していると言える。
一方、計画業務の上では、例えば、発電所の景観計画では、電力会社の建築担当、環境担当、発電所関
係者、外部設計事務所、施工業者等、計画計画の関係者と、都市計画部門、環境保全部門の行政の担当者
等、非常に多くの関係者と関係組織が協働することになる。その意味では、景観計画における計画関係者
間の合意形成の範囲は非常に大きい。景観計画を円滑に進めるためには、それぞれの関係者間の合意形成
が必要である。しかしながら、景観のもつ曖昧性や情報の体系化ができないために、現状では情報共有が
円滑に行われず、計画業務が不透明で非効率な状態に陥ることがある。
複数の関係主体間で問題を解決する場合、合意形成とは、当事者同士の協議（交渉）及び、第三者に
よる調停による合意であり、多数決は合意形成とはいえない。一方、問題解決のための参加形態には、
参集、参与、参画があり、参加形態のありかたにより合意形成の方法も異なる7）。合意形成の定義と参
加形態の関係を表1.6にまとめる。
○参集（attendance）
アンケートへの回答や公開ヒアリングなどがこの参集にあたる。この場合はすでに第三者によって問
題把握がなされており、参加者は与えられた範疇でしか答えることができない。また、意見抽出や評価
における情報の流れは、一方向のみとなる。問題意識がないため自力による合意は難しい。一般には多
数決のルールに従うしかない。
○参与（collaboration）
参加者は問題状況に関して意見を述べることが許されている。しかし、問題形成段階には関与できな
い。与えられた問題枠の中での意見交換が可能となる。部分的な決定を行う小委員会や分担作業をにな
うワーキング等が、参与にあたる。問題意識が十分ではなく議論するための共通の場が希薄となりやす
い。第三者によってこれを明らかにできれば合意形成は可能である。
○参画（commitment）
意見抽出、問題把握、評価のすべてを全員で行う。合意形成は、交渉で可能となる。
情報の流れ 合意形成 
参加形態 
意見抽出 問題把握 評価 協議（交渉） 調停 
参集 一方向 所与 一方向 × △ 
参与 一方向 所与 双方向 △ ○ 
参画 双方向 双方向 双方向 ○ ○ 
 
表1.6　合意形成の定義と参加形態の関係
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合意形成は、参与と参画で行われる。市民参加による「まちづくり」を例にあげれば、市民の参加形態は、
街頭でのアンケートや意識調査は参集であり、行政との調整役として専門のコーディネータを加えたワー
クショップは参与であり、市民自らが行動し「まちづくり」を行うのが参画である。
このように参加形態から見ると、建設プロジェクトにおいて合意形成を成立させるためには、関係者
に「参集」させるだけでは不十分であり、「参与」させる必要がある。もちろん完全な合意を形成するた
めには「参画」が必要となるが、大規模なプロジェクトにおいてすべての関係者を「参画」させること
は現実的ではない。
本研究における合意形成の範囲は、主に後者の景観計画関係者及び関係組織とする。まず、計画側の合
意形成ができなければ、広範囲である住民の計画参加にまでたどり着けないからである。景観計画実務の
合理化、効率化を目指して、関係者間の合意形成を支援する手法やシステムの開発に取組む。
　展望として、市民参加を前提とするならば、参与型の合意形成をはかることが当面の目標であろう。つ
まり、案に対して市民が評価を行い、その結果に基づいて計画案が修正されていってはじめて合意形成が
できるのである。そのためには、評価の際に十分かつ分かりやすい情報を提供すること、そして、評価結
果が計画にどのように反映されたのかを公開する必要がある。そのような設計プロセスを構築することと
支援手法・ツールの開発が望まれる。
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1.2.　既往の関連研究
　本研究は、大規模エネルギー施設の景観計画プロセスにおける合意形成に関する問題を扱っている。本
研究に関連する既往の研究としては、主に次の５つのテーマに整理される。
（1）大規模エネルギー施設の景観計画
　伊勢8）は、景観研究に関する各界（造園、建築、土木、行政・市民、電力業界）の動向調査に基づいて、
電力業界における景観検討の流れ、発電所建設計画の環境アセスメントにおける景観計画の位置づけにつ
いて言及し、電力業界におけるデザインの重要性について述べている。また、西本9）は、電源開発（株）
が昭和62年に北海道熊牛発電施設の計画におけるダム建設計画と景観計画の事例をあげ、施設建設計画
における環境アセスメントの具体例を提示している｡塩田10）は、「自然の利用」と「自然保護」は相互に図
と地の関係にありながら、その程度が段階的に明確化されないまま対立する主張によりその是非を問うと
いった傾向にあるとしており、「自然の利用」と「自然保護」の両方の視点からみた景観設計における検討
項目を分析した｡
（2）景観の予測及び評価手法
　坂田11）は、「良い景観」を的確に把握するためには、人間心理的な反応を測定する必要がある｡すなわち
心理学的実験などによって、心理学測定を行う必要がある｡このための手法は古くから多くのものが知ら
れているが、それぞれの手法には、多くの長所とともにその限界も存在する。このためこれらの限界をよ
く知った上で使用する必要があるとし、景観イメージ調査の代表的な評価方法の例示と各評価方法の長所、
短所や、分析方法を取り上げている｡細川12）は、景観の視覚要素が人に与える快適性機能を、脳波計測に
よって得られるα波発現特性に基づいて評価する方法を検討している｡戸田13）は、景観の視覚要素が人に
与える快適性機能を、視点行動計測によって得られる注視特性を用いて定量的に評価する用法についての
開発と、評価上の可能性を検討している｡この２つの研究では、牧場景観を農地や都市景観を例として取
り上げ、認知科学的解析からの比較評価がなされている｡
（3）地理情報システムを利用した自然環境分析
　アリアス14）は自然地の開発に関して、土地条件に関する多くの環境的、人為的要因を場所と対応付けな
がら総合的に評価することが重要であるとし、ＡＨＰ とＧＩＳを統合した土地利用計画支援手法の提案
をしている｡山本15）は産業特性を示す統計資料を用い、主成分分析により地域機能を分析している｡また、
草地開発の主成分となる４成分を抽出し、各適地評価図を統合（適地性評価）している｡さらに、論理的、
客観的な評価モデルを構築する手法として、ニューラルネットワーク（人間の神経細胞を模した情報処理
システムで、外部環境すなわち条件に合わせて自己を変化させて調整する機能を有する）に着目し、これ
をＧＩＳにおける評価モデルとして利用している｡特に草地開発の適正評価を試みている16）。山本17）は、
景観の特徴を定量的に解析・表現するための地理的な指標となる地図データベースの構築手順について述
べている｡佐々木18）19）は、草地の造成・整備にあたっては必要十分な生産性を確保する必要があること、
また、施設の配置の際に眺望に対する配慮も必要となってくることから、計画対象地内の土地利用を設計
者が対話形式で決定するシステムを開発している｡被視頻度の概念に土地利用情報を加味したシステムと
している｡これを用いることによって、展望施設を配置する際に、地形要因だけでなく、樹木による視界
さえぎりや土地利用の違いに応じた景観の違いを検討した上で、候補地を抽出することが可能となってい
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る｡　尹20）は、阿蘇の地域において、展望台や道路など主要な眺望点からの草地の可視領域分析をおこな
い、草地の維持保全困難なエリアとオーバレイさせることで、草地景観の保全エリアの抽出を試みた。
（4）コンピュータ・グラフィックの景観評価への応用
　熊谷21）は、景観計画の合理的な推進にあたり、論理的な計画プロセスの構築と計画を実現するための適
切な手法の必要性を指摘している｡景観計画プロセスにおいては、第一に計画対象となる空間のスケール
レベルにより、地域レベル・地区レベル・地点レベルの三つの計画レベルの設定を行っている｡第二に計
画レベルに沿った計画手順、すなわち調査・予測・評価の手順の重要性に関し述べている。また、景観プ
ロセスの中でも景観予測の役割の重要性にふれ、CGを利用した自然景観シミュレーションの事例をあげて
いる｡大野22）では、臨海住宅団地における景観予測プログラムによる景観予測の実験例として近景・中景・
遠景の三つの距離からに画像を基にした景観予測画像を生成するパソコン・プログラムが提案されている｡
有馬23）は、標高データを用いて広域的なエリアにおける景観の特性を数値データ及び３次元グラフィック
スにより表示するシステムを開発している。磯田
24）
は、ランドマークの可視・不可視に着目して、ランド
マークの眺望確保に向けたガイドライン策定から地区レベルにおける個々の建築計画の調整を誘導する解
析的なシステムを構築している。金25）は、建物の距離感表現のための色彩の操作方法を提案し、実際の建
物を対象に、写真のモンタージュ操作実験を行い、近距離の建物が遠距離にモンタージュされる際、より
リアルな表現を実現するための色彩項目と色彩変化特性について考察している。Peter Bosselman26）は、
都市計画・デザインにおけるシミュレーションは、現実に即した表現、正確な表現、中立な表現、情報の
公共性の4つの原則を満足する必要があると述べている。
（5）合意形成手法
　三宅
27）28）
は、住民参加型の計画策定におけるコミュニケーション・ツールとして、小型CCDカメラを
用いた都市景観模型による景観シミュレーション手法が有効であることを明らかにした。さらに、町並み
起こし絵図をCGにより作成し、映像を媒体とするコミュニケーションにためのツールとして有用である
ことを示し、景観イメージに形成過程を明らかにしている。また、コンピュータグラフィックスを建築・
都市デザインのためのコミュニケーション・メディアと捉え、コンピュータグラフィックスを使った合意
形成手法の研究が見られるようになった。笹田
29）
は、設計環境のオープン化とシステム開発のオープン化
を目指したOpen Design Environment (ODE)を発表した。さらに、加賀
30）
は、このODEをネットワー
クに対応させたNetwork Open Design Environment (NODE)を用いて、都市計画プロジェクトにおい
て、市民と計画者との間の合意形成を図るための協調活動支援システムを発表し、福田
31）
は、夜間景観デ
ザインのための協調活動支援システムを開発した。
（6）まとめ
　造園学や土木工学の分野では、景観に関する科学的、心理学的アプローチからの研究は数多く見られる。
また、合意形成支援のためのツールや手法に関する研究も多くはないが見られるようになった。しかしな
がら、これらの研究では、景観評価をおこなう主体を扱ったものがほとんどである。また、現状の景観計
画プロセスは、検討項目と作業の手続きを提示しているが、計画を実行する主体を複数の計画者の集団と
して意識していない。景観の計画主体（計画段階の評価者も含む）の合意形成支援を目的をとした研究や
プロジェクトは見られず、電力会社をはじめ公共的な大規模エネルギー建設計画においては、計画を合理
的かつ効率的に行うための手法やツールの開発が望まれている。
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1.3.　研究の背景
本研究は、電力会社との共同研究の成果をまとめたものである。共同研究は平成8年度から平成13年
度まで、景観計画における効率的な合意形成を行うため方法論の提案を目的とし、電力施設および関連施
設の景観計画のプロセスを事例として、合意形成の過程を議事録等の資料に基づいて記述し、組織の体制
や提示情報の内容、メディアを含めて合意形成のプロセスとそのモデルについて検討してきた。当初、最
大級の大規模エネルギー施設である石炭火力発電所の景観計画について研究を始めたが、環境問題・経済
状況の変革に伴い、火力発電所に比べれば規模は小さいが、一般の建築物と比べればまだ大規模といえる
清掃工場や変電所などの施設へと研究対象を広げてきた。さらに、近年、風力発電施設の景観計画に取り
組んでいる。これは、クリーンエネルギーの代表として風力発電が注目され、大規模なウィンドファーム
の建設計画も国土の自然豊かな地域において進行しており、周辺景観への影響が懸念されはじめているこ
とによる。
これまで述べてきたように、大規模エネルギー施設の計画の際には、景観アセスメントの実施が義務付
けられている。景観アセスメントでは、これら大規模施設の建設に伴う周辺景観の変化を予測・評価・分
析し、その保全や維持のための対策を講じることを目標としているが、その調査方法、分析方法、評価方
法は個々の事例によりまちまちであり、スタンダードなアセスメント手法は確立されていない。言うまで
もなく、景観アセスメントは合意形成のための方策であり、単に基準値をクリアーすれば施設建設ができ
るというものではない。大規模施設の計画者にとって、景観アセスメントを前提とした施設計画、すなわ
ち景観計画は不可避な条件である。
　従来の景観計画においても、個別のプロジェクトをベースとした景観計画プロセスモデルが提案されて
いる。これらのモデルでは、景観計画を調査ステージ、分析ステージ、総合ステージのように、計画を段
階的に分解し、それぞれのステージごとにより詳細な検討項目をあげて計画を進めるとともに、各ステー
ジを関連させることで一連の景観計画を遂行できるように組み立てられている。しかしながら、これらの
景観計画プロセスモデルは、検討項目と作業の手続きを提示しているが、関係者集団の合意形成の観点が
欠如しており、関係者間或いは関連組織間の景観計画情報の共有化や計画手法の体系化には及んでいない。
実際には、計画の規模が大きくなればなるほど、景観計画に関与する組織、人数が増え、複雑な関係の中
で合意を形成しなければならない。このような複数の主体が関与するプロジェクトにおいて、合意形成を
達成するには、景観計画の調査・分析手法の体系化、情報の共有手法、集団における意思決定手法などを
考慮した新たな景観計画プロセスモデルを構築しなければならない。さらに、プロジェクトに関与しな
かった第三者も決定過程を理解しやすく、計画への参加を促進するように景観計画プロセスの透明性を高
め、情報の共有化を支援するオープンな枠組みも求められている。
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